
1 
 

厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患等政策研究

事業（免疫アレルギー疾患政策研究分野））） 

 

総括研究報告書 

アレルギー疾患対策に必要とされる疫学調査と疫学データベース作成に関する研究 

  

研究代表者  赤澤 晃   東京都立小児総合医療センターアレルギー科 部長 

 

研究要旨  

日本も他の先進諸国と同様に、アレルギー疾患の急激な増加を経験してきた。その背景には様々

な環境要因と遺伝要因が考えられ研究が続けられている。国内でも局地的な疫学調査は実施され

てきたが、全国レベルの調査は、限られたものしかない。アレルギー疾患対策基本法施行にあた

って、基本的な疫学データを整理し、将来にわたり経年的変化を調査していくことは、医療政策

策定の上で最も重要なことである。 

今年度は、成人喘息の全国調査を実施し、今後必要となる疫学調査についての計画について検

討を行った。 

＜方法＞全国の成人喘息有症率調査を実施した。小児喘息は、これまでの調査結果から動向を分

析した。アトピー性皮膚炎調査は、平成 29 年度に実施予定の調査の検討を行った。食物アレルギ

ー調査は、現在の問題点と今後の課題について検討した。 

＜結果＞全国調査の結果は、成人喘鳴有症率は、2010 年 12.8％、2012 年 13.8％、2017 年 14.7％、

現在の喘息有病率は、それぞれ、8.7％、9.1％、10.4％であった。 

小児では、喘鳴期間有症率は小学生（6-7 歳）で 2005 年が 13.8%、2008 年が 13.7％、2015 年が

10.2%で、中学生（13-14 歳）でそれぞれ 8.7%、9.5%、8.1%であった。 
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A. 研究目的 

 戦後の経済成長とともに、喘息の有症率は日本

のみならず世界の先進諸国では急激に増加した。

国内では、公害指定地域においては大気汚染との

関連性の高い喘息が急増したが大気汚染の改善

後も、喘息の有症率は増加を続け、様々な要因と

の因果関係が検証されてきた。しかし 2000 年ま

での多くの調査は局地的に実施さてきたものが

多く、国内全域の傾向がとらえにくいものであっ

た。 
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疫学調査により患者数を把握することは、医療政

策の計画のための基本データである。特にアレル

ギー疾患は他の慢性疾患に比較して有症率が高

いこと、遺伝要因だけでなく環境要因が大きく関

わっていることで有症率が経年的に変化しやす

いことから、その変化を調査していくことが重要

である。 

国際的には、1990 年ごろから小児アレルギー疾患

の疫学調査である ISAAC 調査、成人喘息調査であ

るECRHS調査が実施され国際比較が可能になって

きた。国内では、西間らが1993年、2003年に ISAAC

調査に参加し福岡県のデータが国際的に提示さ

れた。その後、研究代表者らにより全国規模の全

年齢の喘息、アレルギー性鼻炎調査を ISAAC 調査

用紙、ECRHS 調査用紙を使用して、国際的に比較

できる全国調査を 2005 年～2008 年に実施した。

2010 年からは、アトピー性皮膚炎および食物アレ

ルギーの全国規模の疫学調査を実施する方法と

してインターネットを利用したweb調査について

検討研究を行い、実用的な調査としてメリットが

多く利用できることがわかってきた。 

治療に関しては、治療ガイドラインが作成され一

定の治療指針が示されたことにより重症・難治喘

息、喘息死が減少してきているが、研究代表者ら

のこれまでの調査でも治療が不十分な患者が多

いこと、治療に地域差があること、ガイドライン

にそわない治療が行われていること、アトピー性

皮膚炎ではステロイド忌避の患者が多いこと、そ

の症状の経年的変化が大きいこともわかってき

た。 

この研究では、2015 年 12 月にアレルギー疾患対

策基本法が施行されたこともあり、これまでの国

内での気管支喘息、アレルギー性鼻炎結膜炎、ア

トピー性皮膚炎、食物アレルギー、慢性蕁麻疹、

血管性浮腫等の疫学調査データを収集してデー

タベース化することで医療政策に活用すること

を初年度に行った。今年度は、成人喘息の全国調

査を実施し、今後必要となる疫学調査についての

計画について検討を行った。 

 

B. 研究方法 

この研究班では、これまでの厚生労働科学研究

費補助金研究、AMED 研究で継続してきた疾患別研

究グループを設定して調査研究を実施してきた。 

研究グループを組織して協働作業で実施した。

〇印は、各グループのリーダー。成人喘息・鼻炎

調査グループ：〇谷口、今野、岡田、大久保、福

冨。小児喘息・鼻炎調査グループ：〇足立、斎藤、

小田嶋、吉田、赤澤。アトピー性皮膚炎調査グル

ープ：〇秀、下条、大矢。食物アレルギー調査グ

ループ：〇海老澤、秀、赤澤。 

本研究の報告書は、グループ毎にまとめたため

研究分担者ごとではなく、成人喘息・鼻炎、小児

喘息・鼻炎、アトピー性皮膚炎、食物アレルギー

でまとめた。 

(1) 成人喘息・鼻炎調査グループ 

成人喘息の有病率の経年変化に関する研究 

成人喘息の有症率、有病率等の経年変化を調査

するために 2010 年、2012 年に実施したインター

ネットを利用した web 調査の手法で、調査を実施

した。対象は、札幌市、仙台市、東京都区部、横

浜市、新潟市、名古屋市、大阪府、広島県、福岡

市の 9 地区の 20～44 歳のマクロミルⓇのリ

サーチモニター登録会員から、研究対象者

をランダムに抽出した。 

 

(2) 小児喘息・鼻炎調査グループ 

全国小・中学生アレルギー疾患調査 

2005 年、2008 年、2015 年に実施してきた、全

国小中学生ISAAC調査の経年変化について分析を
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行った。 

(3) アトピー性皮膚炎調査グループ 

アレルギー疾患対策に必要とされる大規模疫学

調査に関する研究 

2017 年度以降の全国調査について検討を行った。 

 

(4) 食物アレルギー調査グループ 

アレルギー疾患対策に必要とされる疫学調査と

疫学データベース作製に関する研究 

初年度に引き続き、2016 年の食物アレルギーの疫

学調査について文献を調査し、今後のあり方につ

いて検討した。 

 

C. 結果 

(1) 成人喘息・鼻炎調査グループ 

全国調査の結果は、喘鳴有症率は、2010年 12.8％、

2012 年 13.8％、2017 年 14.7％、現在の喘息有病

率は、それぞれ、8.7％、9.1％、10.4％であった。 

 

(2) 小児喘息・アレルギー性鼻炎 

喘鳴期間有症率は小学生（6-7 歳）で 2005 年が

13.8%、2008 年が 13.7％、2015 年が 10.2%で、中

学生（13-14 歳）でそれぞれ 8.7%、9.5%、8.1%で

あった。アレルギー性鼻結膜炎の期間有症率は、

小学生でそれぞれ 14.5%、15.7%、18.6%、中学生

でそれぞれ 20.1%、21.1%、26.4%であった。アト

ピー性皮膚炎の期間有症率は、小学生でそれぞれ

15.9%、16.5%、14.7%、中学生でそれぞれ 9.8%、

10.6%、9.7%であった。食物アレルギーの有症率は

両方の年齢層で鶏卵の頻度がもっとも高く、6-7

才で 2.56%、13-14 才で 1.29%であった。次に頻度

が高かったのは小学生では牛乳(0.90%)で、中学

生ではエビえび（1.23%）であった。 

 

(3) アトピー性皮膚炎調査グループ 

 これまでに行われた全国規模の疫学調査であ

る平成 14年（健診）、平成 23年（web 調査）に続

き、平成 29 年で web 調査を実施し、その後 5 年

間隔で継続して web 調査を行っていく。また、疾

患コホート調査として、成人アトピー性皮膚炎の

治療経過を調査するために、年齢別、重症度別に

層化して、ガイドラインに沿った標準的な医療機

関で治療を行っている患者について 5 年、10 年、

15 年の長期の経過を観察できるシステムを構築

する。 

 

(4) 食物アレルギー調査グループ 

2016 年に報告された疫学調査は 3編であった。国

内における食物アレルギーの疫学調査は、1）医師

の診断を基準とした調査が少ない、2）相模原市で

の調査以外には、経年的に有症率を評価する調査

がない 3）学童対象、保育所（園）調査以外での

全国的な調査、全年齢を網羅する調査がない、4）

横浜市の学童対象の食物依存性運動誘発アナフ

ィラキシー（FDEIA）の調査以外に成人対象の

FDEIA や口腔アレルギー症候群を対象とした大規

模な調査がないことが明らかになった。 

 

D. 考案 

 アレルギー疾患患者がどれだけいるのか、その

分布、経年的変化を調査することは、アレルギー

疾患対策を実施していく上で最も基本的なデー

タである。 

本研究班では、初年度に 1946 年以降の日本のア

レルギー疾患疫学調査の論文を国内海外で検索

を行った。今年度は、成人気管支喘息の経年的変

化を調査するためその全国調査を実施し、成人喘

息の喘鳴有症率、喘息有病率が増加していること

がわかった。 

小児気管支喘息調査では、今年度は、過去の全国
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調査での経年変化を分析し、減少傾向にあること

がわかった。 

 アトピー性皮膚炎は、来年度調査に向けて準備

を開始。 

食物アレルギーは、診断基準が食物経口負荷試験

であることから正確な大規模調査が困難な状態

で有り、今後さらに検討が必要であることとなっ

た。 

 

E. 結論 

国内でのアレルギー疾患疫学調査の実施状況を

論文での報告数で調査し、一般国民にもわかりや

すい形として web で公開した。都道府県別には、

全国調査以外に実施していない地域も多くあり、

調査方法も独自の方法で実施されてきた。今後の

アレルギー疾患対策を実施していく上で定期的

に、一定の調査方法での調査を実施し、分析する

必要があることがわかった。 

 

F. 健康危惧情報 

 なし 
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福冨 友馬, 谷口 正実, 田中 裕士, 第 65回日本
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